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認知症者の幸せの原点とは？

Q:私たち社会の誰もが目指す共通の目的？

⇒幸せの実現

Q:幸せとは？⇒幸せを理論的に考える

⇒誰もが自分の思いを実現すること

＝自己実現

⇒社会のなかで自己実現を尊重すること

＝個人の尊厳
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個人の尊厳の理解

・誰もが（認知症者が）

・どのような環境に置かれても（認知症、身体機能

の低下、病状の悪化、生活困窮など）

・自分の思いが実現できるに

・その個人一人一人を

・社会全体が尊重すること

⇒私たちの社会の最重要な考え方

⇒日本国憲法第１３条
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個人の尊厳の社会制度上の位置づけ

憲法

法律

命令・規則・条例

憲法を支える最重要な考
え方＝個人の尊厳

私たちの人権
を守る法だか
ら国家の最高
法規！！

すべての国・自治
体の施策は憲法の
保障する人権を具
体化した法律に根
拠を持つ

ゆえに、人権の理
解が必要！！
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社会を支える根底の規定

日本国憲法第１３条

すべて国民は、個人として尊重される。生命、
自由及び幸福追求に対する国民の権利について
は、公共の福祉に反しない限り、立法その他の
国政の上で、最大の尊重を必要とする。



個人の尊厳実現手段

・個人の尊厳は重要、しかし曖昧

Q:曖昧な概念を具体化するには？

認知症者が自分の思いを

・病院・施設などの職員に対して

・家族に対して

・国家・社会･地域などに対して

⇒ 自分らしく生きるために自分の思いを伝

える方法⇒基本的人権



個人の尊厳を中核とする人権体系

個人の尊厳 人権の中核

（憲法１３条）

誰もが思い通りの人生を実
現できるように尊重（自己実
現の尊重）

基本的人権

日本国憲法で規定された人権で最
も重要な人権は自由権

● 精神活動の自由
● 経済活動の自由
● 身体活動の自由

自由だけでは生存できない人を
支援する為に社会権（生存権）
がある

日本国憲法に保障規定はない
が、人権保障が必要な人権が
ある（社会の変化から登場）

新しい人権

幸福追求権が根拠
プライバシー権
自己決定権、肖像権など
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認知症者に関わる重要な人権（１）

認知症者の人権を考える視点

・置かれた環境で何が幸せかを考える

＝個人の尊厳、自己実現の保障

（例）

・美味しいものを食べたい

・お酒を飲みたい

・家族と元気に暮らしたい

・痛みを和らげたい

・たまには散歩をしたい・・・・など



認知症者に関わる重要な人権（２）

Q:先ほどの幸せの共通点はなんでしょう？

A:誰にも邪魔されず、誰にも干渉されず、自分の思いを実
現すること

＝これを自由と言います

＝人権では、自由権といいます

自由権は、人権の中でも最重要な人権



認知症者に関わる重要な人権（３）

幸せ（個人の尊厳）実現過程

（例）社会参加したい

第１の過程⇒頭（心）の中で「社会参加」と考える

第２の過程⇒頭（心）の中で考えたことを声に出して表現
する、文書で伝える、身体活動を通して表現する

＝表現行為は、自己実現（個人の尊厳）になくてはならな
い人権です

➡表現行為の根源は意思

➡しかし、判断能力が低下すれば表現できない

➡意思を具体化した契約の主体になれない

結果として、社会から疎外されてしまう



認知症基本法の性質
（基本法の理解）

 「基本法は、国の制度・政策に関する理念、基本方針を示すととも
に、それに沿った措置を講ずべきことを定めているのが通常です。
そして、これを受けて、基本法の目的、内容等に適合するような形
で、さまざまな行政諸施策が遂行されることになります。すなわち、
基本法は、それぞれの行政分野において、いわば「親法」として優
越的な地位をもち、当該分野の施策の方向付けを行い、他の法律や
行政を指導・誘導する役割を果たしているわけです。」「一般的に、
基本法の規定から直ちに国民の具体的な権利・義務までが導き出さ
れることはなく、それが裁判規範として機能することもほとんどな
いといってよいでしょう。」

 今回成立した認知症基本法は国や地方公共団体の制度・政策に関す
る理念・基本方針を示すものであり、この認知症基本法が定める基
本理念や方針に適した個別の施策が計画・実施されていく、という
ことになります。（2023年6月14日成立）





認知症者基本法
第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、我が国における急速な高齢化の進展に伴い認知症である者（以
下「認知症の人」という。）が増加している現状等に鑑み、認知症の人が尊厳を保持
しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症に関する施策（以下「認知症施
策」という。）に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにし、
及び認知症施策の推進に関する計画の策定について定めるとともに、認知症施策の基
本となる事項を定めること等により、認知症施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ
て認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と
個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会（以下「共生社会」とい
う。）の実現を推進することを目的とする。
（定義）
第二条 この法律において「認知症」とは、アルツハイマー病その他の神経変性疾患、
脳血管疾患その他の疾患により日常生活に支障が生じる程度にまで認知機能が低下し
た状態として政令で定める状態をいう。





（基本理念）
第三条 認知症施策は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、次に掲げる
事項を基本理念として行われなければならない。
一 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を
営むことができるようにすること。
二 国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正
しい理解を深めることができるようにすること。
三 認知症の人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去することにより、全ての認
知症の人が、社会の対等な構成員として、地域において安全にかつ安心して自立した日常生活を営むことが
できるようにするとともに、自己に直接関係する事項に関して意見を表明する機会及び社会のあらゆる分野
における活動に参画する機会の確保を通じてその個性と能力を十分に発揮することができるようにすること。
四 認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目な
く提供されること。
五 認知症の人に対する支援のみならず、その家族その他認知症の人と日常生活において密接な関係を有す
る者（以下「家族等」という。）に対する支援が適切に行われることにより、認知症の人及び家族等が地域
において安心して日常生活を営むことができるようにすること。
六 認知症に関する専門的、学際的又は総合的な研究その他の共生社会の実現に資する研究等を推進すると
ともに、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方
法、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方及び認知症の人が他の人々
と支え合いながら共生することができる社会環境の整備その他の事項に関する科学的知見に基づく研究等の
成果を広く国民が享受できる環境を整備すること。
七 教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる
こと。





① 認知症の人やその家族の意向の尊重に配慮する
➡個人の尊厳の理解 基本的人権の理解
② 認知症に関する国民の理解が深められ、認知症
の人が地域において尊厳を保持しつつ、他の人々と
共生することを妨げない。
➡共生社会の実現、ノーマライゼーション、インク
ルージョン
③ 認知症の方の意向を十分に尊重して尊厳を保持
しつつ、福祉サービス等が提供されるようにする。
➡認知症者の意思決定支援
④ 家族その他認知症の方と密接な関係を有する方
に対しても、必要な支援を行う。
➡高齢者虐待防止
⑤ 認知症の予防、診断・治療・リハビリ等に関す
る研究の成果を普及・活用・発展させる。
➡QOLと生存権
⑥ 教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉等
の関連分野における総合的な取組として行う。
➡生存権を具体化した社会保障の充実



（国の責務）
第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、認知症施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責
務を有する。
（地方公共団体の責務）
第五条 地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方
公共団体の地域の状況に応じた認知症施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。
（保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者の責務）
第六条 保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者は、国及び地方公共団体が実施する認知症施
策に協力するとともに、良質かつ適切な保健医療サービス又は福祉サービスを提供するよう努めなけれ
ばならない。
（日常生活及び社会生活を営む基盤となるサービスを提供する事業者の責務）
第七条 公共交通事業者等（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律
第九十一号）第二条第五号の公共交通事業者等をいう。）、金融機関、小売業者その他の日常生活及び
社会生活を営む基盤となるサービスを提供する事業者（前条に規定する者を除く。第二十三条において
同じ。）は、国及び地方公共団体が実施する認知症施策に協力するとともに、そのサービスを提供する
に当たっては、その事業の遂行に支障のない範囲内において、認知症の人に対し必要かつ合理的な配慮
をするよう努めなければならない。





（国民の責務）
第八条 国民は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人
に関する正しい理解を深めるとともに、共生社会の実現に寄与するよう努めなければならない。

（認知症の日及び認知症月間）
第九条 国民の間に広く認知症についての関心と理解を深めるため、認知症の日及び認知症月間を設
ける。
２ 認知症の日は九月二十一日とし、認知症月間は同月一日から同月三十日までとする。
３ 国及び地方公共団体は、認知症の日においてその趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるも
のとするとともに、認知症月間においてその趣旨にふさわしい行事が実施されるよう奨励しなければ
ならない。



保健医療サービス・福祉サービスの提供
者に求められること

①保健医療サービス・福祉サービス提供者には、国や地方公共団
体が実施する施策に協力することが求められる。

②国や地方公共団体だけで認知症の人をサポートすることは難し
いため、保健医療サービス・福祉サービスの提供者による協力が
必要。

③良質かつ適切な保健医療サービス・福祉サービスを提供するこ
と。



交通・金融・小売などのサービスの提供者に
求められること

①サービスの提供に支障のない範囲で、認知症の人が暮らすため
に必要かつ合理的な配慮。

②金融機関においては、口座凍結をした際の救済策を用意するな
どして、認知症の人やその家族が適切なサービスを受けられる環
境を構築。



国民全体に求められること
①国民全体には、認知症に対する正しい知識を身に付け、認知症の人
に対して正しい理解を深めることが求められる。

②高齢者の5人に1人が認知症になる可能性がある現代においては、1
人の当事者として認知症について考える必要がある。
➡認知症は自分の問題

③国や地方公共団体、サービス提供者に任せるだけでなく、国民ひと
りひとりが認知症についての理解を深めることで、認知症の人がいる
ときに配慮した行動ができ、認知症の人が安心して暮らせるような共
生社会の実現へ。



（法制上の措置等）
第十条 政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなけ
ればならない。



第二章 認知症施策推進基本計画等
（認知症施策推進基本計画）
第十一条 政府は、認知症施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、認知症施策推進基本計画
（以下この章及び第二十七条において「基本計画」という。）を策定しなければならない。
２ 基本計画に定める施策については、原則として、当該施策の具体的な目標及びその達成の時期
を定めるものとする。
３ 内閣総理大臣は、基本計画の案につき閣議の決定を求めなければならない。
４ 政府は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、インター
ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。
５ 政府は、適時に、第二項の規定により定める目標の達成状況を調査し、その結果をインター
ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。
６ 政府は、認知症に関する状況の変化を勘案し、及び認知症施策の効果に関する評価を踏まえ、
少なくとも五年ごとに、基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなけ
ればならない。
７ 第三項及び第四項の規定は、基本計画の変更について準用する。



（都道府県認知症施策推進計画）
第十二条 都道府県は、基本計画を基本とするとともに、当該都道府県の実情に即した都道府県認知症施策
推進計画（以下この条及び次条第一項において「都道府県計画」という。）を策定するよう努めなければな
らない。
２ 都道府県計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に規定する医療計画、社
会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百八条第一項に規定する都道府県地域福祉支援計画、老人福祉
法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の九第一項に規定する都道府県老人福祉計画、介護保険法
（平成九年法律第百二十三号）第百十八条第一項に規定する都道府県介護保険事業支援計画その他の法令の
規定による計画であって認知症施策に関連する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。
３ 都道府県は、都道府県計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、認知症の人及び家族等の意見
を聴くよう努めなければならない。
４ 都道府県は、都道府県計画を策定したときは、遅滞なく、これをインターネットの利用その他適切な方
法により公表するよう努めなければならない。
５ 都道府県は、適時に、都道府県計画に基づいて実施する施策の実施状況の評価を行い、その結果をイン
ターネットの利用その他適切な方法により公表するよう努めなければならない。
６ 都道府県は、当該都道府県における認知症に関する状況の変化を勘案し、及び当該都道府県における認
知症施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、都道府県計画に検討を加え、必要があると
認めるときには、これを変更するよう努めなければならない。
７ 第三項の規定は第五項の評価の結果の取りまとめを行おうとする場合について、第三項及び第四項の規
定は都道府県計画の変更について、それぞれ準用する。



（市町村認知症施策推進計画）
第十三条 市町村（特別区を含む。以下この項において同じ。）は、基本計画（都道府県
計画が策定されているときは、基本計画及び都道府県計画）を基本とするとともに、当該
市町村の実情に即した市町村認知症施策推進計画（次項及び第三項において「市町村計
画」という。）を策定するよう努めなければならない。
２ 市町村計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、老人福祉
法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画、介護保険法第百十七条第一項に規
定する市町村介護保険事業計画その他の法令の規定による計画であって認知症施策に関連
する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。
３ 前条第三項から第七項までの規定は、市町村計画について準用する。





第三章 基本的施策
（認知症の人に関する国民の理解の増進等）
第十四条 国及び地方公共団体は、国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に
関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めることができるよう、学校教育及
び社会教育における認知症に関する教育の推進、認知症の人に関する正しい理解を深めるため
の運動の展開その他の必要な施策を講ずるものとする。

（認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進）
第十五条 国及び地方公共団体は、認知症の人が自立して、かつ、安心して他の人々と共に暮
らすことのできる安全な地域づくりの推進を図るため、移動のための交通手段の確保、交通の
安全の確保、地域において認知症の人を見守るための体制の整備その他の必要な施策を講ずる
ものとする。
２ 国及び地方公共団体は、認知症の人が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる
よう、国、地方公共団体、事業者及び民間団体等の密接な連携の下に、認知症の人にとって利
用しやすい製品及びサービスの開発及び普及の促進、事業者が認知症の人に適切に対応するた
めに必要な指針の策定、民間における自主的な取組の促進その他の必要な施策を講ずるものと
する。



（認知症の人の社会参加の機会の確保等）
第十六条 国及び地方公共団体は、認知症の人が生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、
認知症の人が自らの認知症に係る経験等を共有することができる機会の確保、認知症の人の社会参加
の機会の確保その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、若年性認知症の人（六十五歳未満で認知症となった者をいう。以下この
項において同じ。）その他の認知症の人の意欲及び能力に応じた雇用の継続、円滑な就職等に資する
よう、事業主に対する若年性認知症の人その他の認知症の人の就労に関する啓発及び知識の普及その
他の必要な施策を講ずるものとする。



（認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護）
第十七条 国及び地方公共団体は、認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利利益の保護を図るため、
認知症の人の意思決定の適切な支援に関する指針の策定、認知症の人に対する分かりやすい形での情報
提供の促進、消費生活における被害を防止するための啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。

（保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等）
第十八条 国及び地方公共団体は、認知症の人がその居住する地域にかかわらず等しくその状況に応じ
た適切な医療を受けることができるよう、認知症に係る専門的な医療又は認知症の人の心身の状況に応
じた良質かつ適切な認知症の人に対する医療の提供等を行う医療機関の整備その他の医療提供体制の整
備を図るために必要な施策を講ずるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、認知症の人に対し良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスを適
時にかつ切れ目なく提供するため、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平
成元年法律第六十四号）第二条第一項に規定する地域包括ケアシステムを構築することを通じ、保健及
び医療並びに福祉の相互の有機的な連携の確保その他の必要な施策を講ずるものとする。
３ 国及び地方公共団体は、個々の認知症の人の状況に応じた良質かつ適切な保健医療サービス及び福
祉サービスが提供されるよう、認知症の人の保健、医療又は福祉に関する専門的知識及び技術を有する
人材の確保、養成及び資質の向上その他の必要な施策を講ずるものとする。



（相談体制の整備等）
第十九条 国及び地方公共団体は、関係機関及び民間団体相互の有機的連携の下に、認知症の人又は家族
等からの各種の相談に対し、個々の認知症の人の状況又は家族等の状況にそれぞれ配慮しつつ総合的に応
ずることができるようにするため必要な体制の整備を図るものとする。
２ 国及び地方公共団体は、認知症の人又は家族等が孤立することのないよう、認知症の人又は家族等が
互いに支え合うために交流する活動に対する支援、関係機関の紹介その他の必要な情報の提供及び助言そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。

（研究等の推進等）
第二十条 国及び地方公共団体は、認知症の本態解明、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診
断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法その他の事項についての基礎研究及び臨床研究の推進
並びにその成果の普及のために必要な施策を講ずるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方、
認知症の人が他の人々と支え合いながら共生することができる社会環境の整備その他の事項についての調
査研究及び検証並びにその成果の活用のために必要な施策を講ずるものとする。
３ 国は、共生社会の実現に資する研究等の基盤を構築するため、官民の連携を図るとともに、全国的な
規模の追跡調査の実施の推進、治験の迅速かつ容易な実施のための環境の整備、当該研究等への認知症の
人及び家族等の参加の促進、当該研究等の成果の実用化のための環境の整備、当該研究等に係る情報の蓄
積、管理及び活用のための基盤の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。



（認知症の予防等）
第二十一条 国及び地方公共団体は、希望する者が科学的知見に基づく適切な認知症及び軽度の認知
機能の障害の予防に取り組むことができるよう、予防に関する啓発及び知識の普及並びに地域におけ
る活動の推進、予防に係る情報の収集その他の必要な施策を講ずるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、認知症及び軽度の認知機能の障害の早期発見、早期診断及び早期対応を
推進するため、介護保険法第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センター、医療機関、
民間団体等の間における連携協力体制の整備、認知症及び軽度の認知機能の障害に関する情報の提供
その他の必要な施策を講ずるものとする。

（認知症施策の策定に必要な調査の実施）
第二十二条 国は、認知症施策を適正に策定し、実施し、及び評価するため、必要な調査の実施及び
当該調査に必要な体制の整備を図るものとする。
（多様な主体の連携）

第二十三条 国は、国、地方公共団体、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者、日常生活
及び社会生活を営む基盤となるサービスを提供する事業者等の多様な主体が相互に連携して認知症施
策に取り組むことができるよう必要な施策を講ずるものとする。



（地方公共団体に対する支援）
第二十四条 国は、地方公共団体が実施する認知症施策を支援するため、情報の提供
その他必要な施策を講ずるものとする。

（国際協力）
第二十五条 国は、認知症施策を国際的協調の下に推進するため、外国政府、国際機
関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施策を講ずるものとする。





（目的）
「認知症の予防等を推進しながら、認知症の人が尊
厳を保持しつつ社会の一員として尊重される社会の
実現を図るため」に、「認知症施策を総合的かつ計
画的に推進すること」

↓
（手段）
「認知症に関する施策（以下「認知症施策」とい
う。）に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体
等の責務を明らかにし、及び認知症施策の推進に関
する計画の策定について定めるとともに、認知症施
策の基本となる事項を定める」



第四章 認知症施策推進本部
（設置）
第二十六条 認知症施策を総合的かつ計画的に推進するため、内閣に、認知症施策推進本部（以下
「本部」という。）を置く。
（所掌事務）
第二十七条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。
一 基本計画の案の作成及び実施の推進に関すること。
二 関係行政機関が基本計画に基づいて実施する施策の総合調整及び実施状況の評価に関すること。
三 前二号に掲げるもののほか、認知症施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整に関するこ
と。
２ 本部は、次に掲げる場合には、あらかじめ、認知症施策推進関係者会議の意見を聴かなければな
らない。
一 基本計画の案を作成しようとするとき。
二 前項第二号の評価について、その結果の取りまとめを行おうとするとき。
３ 前項（第一号に係る部分に限る。）の規定は、基本計画の変更の案の作成について準用する。



組織）
第二十八条 本部は、認知症施策推進本部長、認知症施策推進副本部長及び認知症施策推進本
部員をもって組織する。
（認知症施策推進本部長）
第二十九条 本部の長は、認知症施策推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理
大臣をもって充てる。
２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。
（認知症施策推進副本部長）
第三十条 本部に、認知症施策推進副本部長（次項及び次条第二項において「副本部長」とい
う。）を置き、内閣官房長官、健康・医療戦略推進法（平成二十六年法律第四十八号）第二十
四条第一項に規定する健康・医療戦略担当大臣及び厚生労働大臣をもって充てる。
２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。
（認知症施策推進本部員）
第三十一条 本部に、認知症施策推進本部員（次項において「本部員」という。）を置く。
２ 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。





（資料の提出その他の協力）
第三十二条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関、地方公
共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立
行政法人をいう。）及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条
第一項に規定する地方独立行政法人をいう。）の長並びに特殊法人（法律により直接に設立された法人
又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法
律第九十一号）第四条第一項第八号の規定の適用を受けるものをいう。）の代表者に対して、資料の提
出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。
２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の
者に対しても、必要な協力を依頼することができる。



（認知症施策推進関係者会議）
第三十三条 本部に、第二十七条第二項（同条第三項において準用する場合を含む。）に規定する事項を
処理するため、認知症施策推進関係者会議（次条において「関係者会議」という。）を置く。

第三十四条 関係者会議は、委員二十人以内で組織する。
２ 関係者会議の委員は、認知症の人及び家族等、認知症の人の保健、医療又は福祉の業務に従事する者
その他関係者のうちから、内閣総理大臣が任命する。
３ 関係者会議の委員は、非常勤とする。



（事務）
第三十五条 本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官補が掌理する。
（主任の大臣）

第三十六条 本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣は、内
閣総理大臣とする。

（政令への委任）
第三十七条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則
（施行期日）
１ この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
（検討）
２ 本部については、この法律の施行後五年を目途として総合的な検討が加えられ、その結果に基づい
て必要な措置が講ぜられるものとする。
３ 前項に定める事項のほか、国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況につ
いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。



基本法の成立に伴い、今後、国や地方公共団体は、
認知症の方の人権や尊厳を尊重するという基本理
念に沿って、認知症施策の推進に関する基本計画
を策定し、具体的な目標と達成時期を定めること
が求められる。

↓
認知症に関する教育、認知症の人の生活における
バリアフリー化、認知症の人の社会参加の機会の
確保、認知症の予防、保健医療サービス及び福祉
サービスの提供体制の整備、認知症の方やご家族
からの相談に応じる体制整備等が進められていく
ことになる

↓
認知症者基本法の成立は、認知症の方の尊厳が守
られ、他の人々と共生できる社会に向けた大きな
一歩





意思決定支援のプロセス

 厚生労働省「ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために」パンフ
レットより引用及び一部参考に資料を作成している



意思決定の人的・物的環境の整備

①認知症者の意思を尊重し、安心できるような態度で接しているか。

②認知症者の生活史を理解しているか。

③丁寧に認知症者の意思を、その都度確認しているか。

④認知症者との信頼関係（ラポールの構築）に配慮しているか。

⑤認知症者は、立ち会う人との関係性から、自らの意思を十分に表明できているか。

⑥認知症者は、初めての場所や慣れない場所で、緊張・混乱していないか。

⑦認知症者を大勢で囲んでいないか。

⑧集中できる時を選んだり、疲れている時を避けているか。

⑨支援者は、支援のプロセスを記録し、振り返っているか。



意思決定の意思形成の支援

 認知症者が意思を形成するのに必要な情報が説明されているか。

 認知症者が理解できるよう、分かりやすい言葉や文字にして、ゆっくりと説明さ
れているか。

 認知症者が理解している事実に誤りはないか。

 認知症者が何を望むかを、オープンな形で尋ねているか。

 説明した内容を忘れてしまうこともあるので、都度、丁寧に説明しているか。

 言葉だけでなく、文字にして確認できるようにしたり、図や表を使って説明して
いるか。

 理解している反応でも、実際は理解できていない場合があるので、本人の様子を
見ながら確認しているか。



意思決定の意思表明の支援

 認知症者と時間をかけてコミュニケーションを取っているか。決断を迫るあまり、
焦らせていないか。

 時間の経過やご本人が置かれた状況等によって意思は変わることがある。

 最初に示された意思にこだわらず、その意思を確認しているか。

 複数の意思決定支援者で確認しているか➡情報の共有の必要性

 認知症者ご本人の表明した意思が、ご本人の生活歴や価値観等から見て整合性が
取れない場合や、表明した意思に迷いがあると考えられる場合等は、ご本人の意
思を形成するプロセスを振り返り、改めてご本人の意思を確認しているか。



意思決定の意思実現の支援

 適切に形成され、表明されたご本人の意思を、ご本人の能力を最大限活用した上
で、日常生活・社会生活に反映させているか➡残存能力の活用

 支援チームが多職種で協働し、利用可能な社会資源等を用いて、反映させている
か。

 認知症者ご本人の意思が合理的でない時でも、その意思の実現を支援すべきこと
を理解しているか。

 同時に、認知症者ご本人の意思を実現することが、他者を害する場合やご本人に
とって見過ごすことができない重大な影響がある場合には、認知症者本人の意思
を実現してはならないことを理解しているか。

 認知症者ご本人が実際の経験をする（例えば、ショートステイ体験利用）と意思
が変わることもあるので、ご本にとって無理のない経験を提案することも有効な
場合があることを理解しているか。



若年性認知症について（１）
（厚生労働省のパンフレットより）



若年性認知症について（２）



高齢者認知症と若年性認知症の違い（１）



高齢者認知症と若年性認知症の違い（２）



若年性認知症への対応（１）



若年性認知症への対応（２）
幼いお子さんのいる場合



若年性認知症への対応（３）
思春期の子どものいる場合



若年性認知症への対応（４）
成人の子がいる場合



認知症と診断された人の心理状態


